第3回　医療危機を考える懇談会　「これでいいのか日本の医療」
お産ができない！　池川　明
現在保険医療の現場で考えられていること。

１）次回診療報酬改定　2012年は介護報酬と同時改定。

（軽度、慢性期医療の公的医療保険からの給付外し）

2011年度に健康保険法の改正を企図(改定しないと12年改定に間に合わない)

２）療養担当規則の変更

　　医師の裁量権への干渉　・侵害（医師への確認不要の処方変更）

　　監督管理の強化（官僚の裁量権による法によらない無制限に近い通達行政）
３）医療福祉分野の規制緩和


混合診療解禁


レセ・電子カルテなど医療データ活用


NP（ナース・プラクティショナー）新設　看護師業務の拡大・裁量権・資格要件の緩和

医療ツーリズム（医療ビザ発行・外国人医師の国内における診療）

新たな健康産業・金融・保険創出のための医療行為等の明文化
2011－12年度に医師法・補助看法など医療関連法制の見直しを企図


13.1兆円産業（現在）　→　24兆円に拡大　雇用80万人創出（2020年）

４）社会保障共通番号の導入

税と社会保障の共通番号2013年に導入へ向けて2010年にとりまとめ


（通信業界・IT産業の利益創出）


医療データの電子化（レセオンラインの大きな目的の一つ）

５）療養の給付から療養費の支給（現物支給から現金給付への流れ）


医療費を抑制するために現金給付することにより少額の医療費は支払われない。

参考　　　■日本の医療保険の構図　(神奈川県保険医協会事務局)
―「管理医療」「医療市場化」とのたたかい



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現物給付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　低額負担　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定率負担　


　　　　　　　　　　　　　　　　給付縮小


　　　　　　　給付外し　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　混合診療　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　療養費化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　オンライン請求義務化


　　　　　　　保険者直接契約


　　　　　管理医療


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜市場化＞

●オンライン＋出産育児一時金直接支払い制度＋医療保険再編

　→電子データーベース＋負担と給付の一元管理＋社会保障カード＋管理医療

＋包括化＋生保・損保＋民間＆公的保険

◎財務省・財政制度審議会　

　　　定数制、ドクターフィー、民間保険、開業医報酬下げ、混合診療要求
　　

★医療・介護連携調整会議　　　2012年の医療・介護統合

●改定

・士気の低下

・明細書発行問題（→撤回署名514名）、・地域貢献加算

・生活習慣病管理料　
年齢制限撤廃→登録制

・再診料引き下げ　　
69点と72点の診療所の差

　・談話の反映　　　
付帯意見　財政影響の検証

・ジェネリック　　　
処方変更権

　　　 ・一般患者　　　　　
90日超の完全な追い出し

　・入院患者の他受診　
1対1　給付の限定化

・オンライン　　　　
ＮＤＢ化は既に始動

■改定の構図

１．日本医療の特性の否定（出来高、皆保険、自由開業制、自由裁量、フリーアクセス）

２．診療所・中小病院のリストラ

３．診療所の機能別、再編淘汰、ランク化

４．高齢者差別の全体化

５．ガイドライン化

６．給付の一元管理　登録医化

７．系列化、地域包括化　緩やかな計画配置の地ならし

８．包括化の一層の推進（外来基本料、か初診路線の復活強化）

９．監視型医療、商品型医療への転換

10．医師裁量権の侵害・剥奪

○地域医療貢献制加算（＝244時間対応）　　＊外来基本料　（総包括＋部分的俵積み）

○細書発行体制加算（＝透明化）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊ビル診との差別化

○在宅「支援診」　（＝中小病院も対象化）　

○定入院基本料（＝90日で医療打ち切り、高齢者から一般へ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊中小病院（15：1）　一般の3割

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊退院強要患者の地域包括ネットワークの形成

○入院患者の対院受診の30％基本料カット＊対診の誘導、精算協議

○生活習慣病指導料の全体化（年齢制限解除）＊指導料の併算定禁止通知の実質稼動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－電子請求５割

＊登録医　一元管理

○基本診療料の見直しの既定路線　　　　＊スタモの初診包括

○処方変更権の薬局付与、特定看護師、僻地「総合医」の導入

○明細書発行による現場の変化　患者意識と医療機関の士気

○ジェネ推進主導権の欧米化　国内製薬開発の危機

出産給付金直接支払制度
桝添大臣の「出産育児一時金の引き上げ」発言から端を発する

（選挙対策？）

2009年から3万円増額されることが決まっていたが、さらに上乗せすることを決定。2008年11月

2008年11月27日　意見交換会が桝添大臣の命を受け開催される。

医療側からの出席、日本医師会、日本産婦人科学会、日本産婦人科医会

その他、看護協会、連合、新聞社なども参加

妊婦が出産後に受け取る一時金を医療機関に直接支払う事で合意

時間をかけて検討しろという意見に対し、大臣は「時間がない、緊急措置として行う」と明言

2009年5月29日　「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」実施要綱を定めた
2009年10月1日　施行予定。
2009年8月17日　パブコメ募集　9月19日までに5件意見が集まる
運用資金が2ヶ月入らないことで運営に支障を来たす現場の医療機関・助産院が中止を要請。
2009年9月末に施行が半年間延期決定
2010年3月さらに一年間導入を延期決定
2011年3月でこの制度は廃止される。

「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」等に関するＱ＆Ａ　平成21年11月版　厚生労働省
http://www.mhlw.go.jp/bunya/iryouhoken/iryouhoken09/07-1a.pdf
問4 当面２年間の暫定措置とされていますが、23 年度以降は、どのようになるのでしょうか。
「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」実施要綱（以下「実施要綱」という。）に基づいて実施する直接支払制度は、平成21年10 月１日から平成23 年３月31 日までの出産について対象とするものですが、出産育児一時金等を医療機関等に直接支払う制度自体は、あらかじめ現金を用意する被保険者等の経済的負担の軽減を図ることができる意義のあるものであり、これを踏まえつつ、保険給付のあり方を検討することになると考えています。
これは健康保険法を変更するという意思表示！
緊急措置として行われた制度にすでに保険給付そのものの制度が導入されている。

いつでも健康保険に切り替えることができる。

この実施要項は国会で審議されておらず、省令ですらない単に「要項」で、医業が廃業に追い込まれる事態は、明らかに行き過ぎた事態である。そこで困窮する医療機関と助産院が訴訟を準備してこの制度廃止を訴えている。

この制度は大臣の発言を隠れ蓑に、お産の保険導入、現物給付化を狙ったもの。

全国一律に同じ出産を導入するという意思表示ともとれる。医療機関の集約化（小規模施設の廃止）

その結果、帝王切開率の上昇、現場のさらなるモチベーションの低下、ひいては日本の国力に関わる大問題だと考えている。
